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３ 民 生 費 

 

区   分 予 算 現 額 決 算 額 不 用 額 

 

項１ 社 会 福 祉 費 

円 

3,177,303,000 

円 

3,069,328,455 

円 

107,974,545 

目１ 社会福祉総務費 1,470,083,000 1,390,258,607 79,824,393 

 

(1) 社会福祉総務一般事務費 

市民、福祉事業者、行政等が協働で地域福祉の推進を図るための指針である

「綾部市地域福祉計画」を改定した。 

 

(2) 福祉バス運行事業費 

高齢者、障害者、母子等の社会福祉団体に対し、研修、社会見学等の機会を保

障するため、福祉バス１台を運行した。 

福祉バス利用状況 

 高 齢 者 関 係 団 体     ８３回 

 障 害 者 関 係 団 体     ３０回 

 そ の 他 の 団 体     ５９回 

      計         １７２回 

 

(3) 社会福祉事業基金 

平成３０年度末 

現 在 高 

令 和 元 年 度 中 

積 立 額 

令 和 元 年 度 中 

取 崩 額 

令 和 元 年 度 末 

現 在 高 

412,520,933 円 5,243,897 円 7,632,627 円 410,132,203 円 

   取崩額充当事業 

社会福祉総務一般事務費          １，０００，３０３円 

障害者施策推進事業費             ４９５，０００円 

    人権啓発推進事業費            １，０２７，７７９円 

手話コミ条例推進事業費            ２５４，５０６円 

福祉団体事業費補助金           １，７００，０００円 

    清山荘管理運営費               ４８９，０００円 

    簡易児童遊園整備等事業費            ５５，０００円 

    新・あやべっ子すこやかプラン改定事業費  ２，４９７，０００円 

    保健衛生総務一般事務費            １１４，０３９円 
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(4) 社会福祉協議会補助金 

住民の福祉ニーズが多様化する中で、社会福祉協議会が実施した社会福祉活動、

老人福祉対策、障害者福祉対策、低所得者対策等の事業に対して補助を行った。 

補助金額   ２４，３４５，０００円 

 

(5) 民生委員・児童委員活動費 

社会奉仕の精神で保護指導に当たる民生委員・児童委員、主任児童委員等の活

動に対して助成を行い、地域福祉の推進に努めた。 

また、本年度、委員の一斉改選を行い、定員を１人増員した。 

改選後定員         １４５人（うち主任児童委員１４人） 

補 助 金 額  １７，２９２，０００円 

 

ア 内容別相談・支援件数       イ その他の活動件数 

在 宅 福 祉 364 件  調 査 ・ 実 態 把 握 3,057 件 

介 護 保 険 103  行事・事業・会議への参加協力 4,575 

健 康 ・ 保 健 医 療 257  地 域 福 祉 活 動 ・ 自 主 活 動 10,306 

子 育 て ・ 母 子 保 健 163  民 児 協 運 営 ・ 研 修 4,911 

子 ど も の 地 域 生 活 529  証 明 事 務 770 

子どもの教育・学校生活 236  要保護児童発見の通告・仲介 27 

生 活 費 78  計  23,646 

年 金 ・ 保 険 7 

仕 事 20 

家 族 関 係 90 ウ 連絡調整回数 

住 居 28  委 員 相 互 7,622 回 

生 活 環 境 89  そ の 他 の 関 係 機 関 3,339 

日 常 的 な 支 援 695  計 10,961 

そ の 他 520 

計 3,179  年 間 活 動 延 べ 日 数 23,455 日 

 

(6) くらしの資金貸付事業費 

   くらしの相談を受けるとともに、生活の不安定な世帯に対し、１０万円を限度

として貸付けを行い、これらの世帯の経済的自立と生活意欲の増進に努めた。 

   相談件数           ２１件 

   貸付件数           １８件 

   貸付金額    １，８００，０００円 
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(7) 障害者施策推進事業費 

   綾部市障害者計画に基づき、障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進を

図るため、障害者施策推進協議会の運営を行った。 

   また、本年度、障害者計画等の改定に向け、アンケート調査を実施した。 

 

(8) 人権啓発推進事業費 

   人権施策の総合的かつ計画的な推進を図るための指針である「第３次綾部市人

権教育・啓発推進計画 人権かがやきプラン」を改定した。 

 

(9) みんなで創る人権のまちづくり推進事業費 

   ８月の人権強調月間にあわせて人権問題への理解や人権意識の向上を図るため、

「あやべ人権フェスタ２０１９」を開催した。 

   参加者数     １４０人 

 

(10) 生活困窮者自立支援事業費 

   生活困窮者が困窮状態から早期に脱却することを支援するため、自立相談支援

を実施するとともに、就労機会の確保に向けた支援等を実施した。 

   自立相談支援    ４８人 

   家計相談支援     ６人 

   就労準備支援     ６人 

   子どもの学習支援   ５人 

 

(11) 社会福祉大会開催事業費 

社会福祉事業の推進に功績のあった方々を表彰するとともに、地域福祉への市

民の理解を深めるため、第４０回綾部市社会福祉大会を開催した。 

 

(12) 手話コミ条例推進事業費 

綾部市手話言語の確立及び多様なコミュニケーション手段の促進に関する条例

を推進するため、本年度新たに、市庁舎窓口に聴覚障害者向け会話支援システム

を３台整備した。 

また、職員を対象にコミュニケーションに関する配慮と簡単な手話を身に付け

る研修を実施した。 

 

(13) 地域共生社会実現サポート事業費 

   社会福祉法人等が実施する社会貢献活動や利用者の処遇及び福祉サービスの質

の向上を促進する活動に対し補助を行った。 

補助件数       ２件    補助金額    ２５９，０００円 
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(14) プレミアム商品券発行事業費 

   消費税・地方消費税率引上げが低所得者・子育て世帯の消費に与える影響を緩

和するとともに、地域における消費を喚起・下支えするため、プレミアム付商品

券を発行した。 

   購入者  低所得者 ２，０６９人  子育て世帯 ４４３人 

 

(15) 繰出金 

   国民健康保険特別会計繰出金   ２８２，５００，１５５円 

   介 護 保 険 特 別 会 計 繰 出 金   ６７１，５２７，２９２円 

   後期高齢者医療特別会計繰出金   １５６，０６１，０２５円 

 

 

区   分 予 算 現 額 決  算  額 不  用  額 

 

目２ 社会福祉援護費 

円 

1,070,115,000 

円 

1,051,284,579 

円 

18,830,421 

 

(1) 戦没者追悼式事業費 

市主催の式典を１０月１７日に開催し、英霊の顕彰と平和を祈願した。 

 

(2) 福祉団体事業費補助金 

   各種社会福祉団体の活動に対して補助を行った。 

   ・綾部市母子寡婦福祉会事業補助金          １４４，０００円 

   ・綾部市遺族会事業補助金               ７２，０００円 

     ・わいわいネットなかま事業補助金          ７００，０００円 

・高齢難聴者サロン月曜会事業補助金         ６００，０００円 

・綾部障害児親の会事業補助金             ５６，０００円 

・綾部市精神保健家族会事業補助金           ８０，０００円 

・綾部・障害者の福祉をすすめるあゆみ会事業補助金   ４０，０００円 

・綾部障害児者を守る連絡会事業補助金         ８０，０００円 

・綾部市身体障害者協会事業補助金          ２４０，０００円 

・あやべ福祉フロンティア事業補助金         ４００，０００円 

 

(3) 特別障害者手当等支給事業費 

区   分 延 べ 人 員  金    額 

特 別障害者 手当 446 人 12,112,480 円 

障 害児福祉 手当 147 2,170,490 

経 過的福祉 手当 12 177,200 

計 605 14,460,170 



 39 

(4) 障害者更生援護費 

   在宅重度心身障害者移動支援等を実施することにより、障害者の日常生活の利

便性向上と社会参加の促進を図った。 

区      分 延 べ 人 員  金   額 

在宅重度心身障害者配食サービス事業費 366 人 91,500 円 

在 宅 重 度 心 身 障 害 者 移 動 支 援 事 業 費 169  491,600 

身体障害者自動車改造助成金支給事業費 1 100,000 

知的障害者入所者医療費負担緩和事業費 36 92,886 

更 生 訓 練 費 支 給 事 業 費 6 37,800 

医 療 的 ケ ア 児 者 ・ 重 症 心 身 障 害 児 者 

短 期 入 所 受 入 体 制 拡 充 事 業 補 助 金 
20    200,000 

計  598 1,013,786 

 

(5) 障害者医療費給付事業費 

   障害者総合支援法に基づき、身体障害者等に医療等の給付を行い、障害を除去

し、又は軽減することにより、日常生活や職業生活への適応を図った。 

   延べ人員  １，５０２人    給付金額  ５９，４５９，９０３円 

 

(6) 障害者介護・訓練等給付費 

障害者総合支援法に基づき、障害者の在宅生活、自立生活を支援するため介護

給付費等を支給した。 

訪問系サービス 

 居宅介護等      延べ ９，０７７．５時間 

日中活動サービス 

    生活介護       延べ  ２４，３７３人 

    就労移行支援     延べ     ７６６人 

    就労継続支援（Ａ）  延べ   ３，３４３人 

    就労継続支援（Ｂ）  延べ  ２４，３９３人 

    就労定着支援     延べ      １３人 

    自立訓練       延べ     ２８９人 

    短期入所       延べ   １，０６０人 

    療養介護       延べ   ５，１２１人 

   居住系サービス 

    施設入所支援     延べ  ２０，１９７人 

    共同生活援助     利用人数    ４５人 
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(7) 補装具給付費 

   身体障害のある部分を補って、日常生活を容易にするために補装具の交付及び

修理を行った。 

   延べ人員    １００人   給付金額   １０，２９１，０１８円 

 

(8) 障害者地域生活支援事業費 

障害者がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営

むことができるように次の事業を行った。 

（事業内容） 

要約筆記者養成・派遣事業、手話奉仕員養成事業、手話通訳者設置・派遣事業、

精神障害者ボランティア団体活動支援事業、日常生活用具給付事業、訪問入浴

サービス、生活訓練事業、障害者生活支援事業、聴覚言語障害者支援事業、障

害児者移動支援事業、障害者日中一時支援事業、成年後見制度利用等 

要約筆記者養成講座修了者                  ５人 

要約筆記者派遣事業            ５３件（延べ５２３時間） 

手話奉仕員養成講座修了者          入門１３人・基礎５人 

手話通訳者派遣事業             ３１件（延べ６３時間） 

精神障害者ボランティア団体活動            ５０回／年 

日常生活用具給付事業                  ７５７件 

訪問入浴サービス               ４人（延べ１６３回） 

 障害者日中一時支援事業               延べ３１３回 

 

(9) 地域活動支援センター事業費 

在宅障害者の自立と生きがいを高め、居宅生活を支援するため、各種の講座等

を開設した。 

（開設講座、教室内容） 

俳句教室、俳画教室、折り紙教室、軽スポーツ教室、書道教室、手芸教室、囲

碁教室、料理教室、障害者作品展等 

実施回数    １４６回       延べ利用人数    ９５６人 

 

(10) すこやか住まい改修事業補助金 

すこやか住まい改修事業補助金交付要綱に基づき、住宅を要介助高齢者や身体

障害者等が生活しやすいよう改修した経費に対して補助を行った。 

補助件数     １６件     補助金額  １，１１０，０００円 

 

(11) 緊急通報装置貸与事業費 

   ひとり暮らしの高齢者及び重度身体障害者に対して緊急通報装置を貸与するこ

とにより、緊急連絡等の手段を確保し、福祉の増進を図った。 

   緊急通報装置貸与延べ世帯数    １１７世帯（うち新規７世帯） 
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(12) 福祉医療費支給事業費 

   低所得で６５歳未満の重度心身障害者及び６５歳以上７５歳未満の後期高齢者

医療制度に加入していない重度心身障害者、ひとり親家庭の児童及び母親又は父

親を対象に医療保険で診察を受けた場合の自己負担分を給付した。 

   対象者数 重度心身障害者  ３８５人 

  父子家庭の児童   ２９人  父子家庭の父親   ２３人 

        母子家庭の児童  ４５７人  母子家庭の母親  ２９０人 

   給付件数       １４，８４９件 

   給付金額   ８３，２２０，１９０円 

 

(13) 重度心身障害老人健康管理事業費  

   ６５歳以上の後期高齢者医療制度に加入している低所得の重度心身障害老人を

対象に、健康管理に要する費用を給付した。 

   対象者数          ４４０人  給付件数   ９，６０１件 

   給付金額   ３９，４５５，１５２円  

 

(14) 自殺防止対策事業費 

本年度新たに、悩んでいる人に気付き、声をかけ、話を聴き、必要な支援につ

なぐゲートキーパー養成研修を市民向けに開催した。 

また、こころの健康に関するパンフレットを作成し、各自治会に配布した。 

 

(15) 障害者相談員設置事業費 

   障害者相談員７人を設置し、相談業務を行った。 

 

(16) 京都歯科サービスセンター北部診療所運営費補助事業費 

京都府北部地域における障害者の歯科診療を専門的・集中的に行う京都歯科サ

ービスセンター北部診療所の運営に対して補助を行った。 

   延べ利用者数           ７５人 

 

 

区   分 予 算 現 額 決  算  額 不  用  額 

 

目３ 老 人 福 祉 費 

円 

568,649,000 

円 

561,942,514 

円 

6,706,486 

 

(1) かんばやし交流館管理運営費 

高齢者等の介護予防及び健康増進と地域の活性化を図るための施設である、か

んばやし交流館の管理運営を行った。 

利用件数           １２件 
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(2) 老人クラブ助成事業費 

高齢者の自主的な活動を通じて、老後の生活が健康で豊かになるよう各老人ク

ラブに対して助成を行った。 

老人クラブ数    ５７クラブ    クラブ員数   ２，８７０人 

助成金額 ３，８３３，４５０円 

 

(3) 敬老の日記念事業費 

多年にわたり社会に尽くされてきた高齢者を敬愛し、市民が高齢者の福祉につ

いて関心と理解を深め、また、高齢者自らが生活向上に対する意欲を高めるため、

敬老の日を中心に開催される敬老会等において、長寿者７１８人に記念品を贈っ

た。 

 

(4) 清山荘管理運営費 

市内の６０歳以上の高齢者に対して各種の相談に応じるとともに、心身の健康

増進、教養の向上及びレクリエーションのため、施設を提供し、高齢者の福祉の

増進を目的として管理運営を行った。 

利 用 状 況  

区   分 男  女  計  

６ ０ 歳 代 979 人  2,087 人  3,066 人  

７ ０ 歳 代 6,181 6,978 13,159 

８ ０ 歳 代 4,925 4,306 9,231 

９ ０ 歳 代 1,075 174 1,249 

計  13,160 13,545 26,705 

 

(5) 生活支援ハウス運営事業費 

居宅において生活することに不安のある高齢者に対して一定期間住居を提供し、

安心して健康で明るい生活が送れるよう施設の運営を行った。 

   年間利用者数     １８人 

 

(6) 老人保護委託措置費 

環境上の事情及び経済的事情のために日常生活に支障がある高齢者で、介護者

がいない人又は介護者があっても養護を適切に行うことが困難と認められる人に

対して施設入所の措置を行った。 

年度末措置人員   養護老人ホーム  ２０人 

 

(7) 訪問理美容サービス事業費 

理髪店や美容院に出向くことが困難な高齢者等に対して、居宅や病院、施設へ

の訪問により、理美容サービスを受けるための支援を行った。 

   登録者数      １２０人   延べ利用回数     １６４回 
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(8) 移送サービス事業費 

外出が困難な高齢者が、市内の医療機関、福祉施設、公的機関等を利用する場

合、移動の手段を確保するための支援を行った。 

   登録者数      ５６６人   延べ利用回数  １９，２７７回 

 

(9) ふれあいメール事業費 

   ひとり暮らしの高齢者の孤独感の解消や安否の確認を行うため、市民ボランテ

ィアからハガキを送り、配達員の協力を得て、励ましや声かけを実施した。 

   対象者数      １８６人   ボランティア ４１人（学校等を含む。） 

 

(10) 介護サービス利用者負担軽減事業費 

   介護サービスを行う社会福祉法人が、低所得の高齢者等に対し利用者負担を軽

減した場合に、軽減した費用に対して助成を行った。 

   対象者数       ２３人     

 

(11) 老人医療費給付事業費 

   ６５歳以上７０歳未満の低所得の高齢者を対象に医療保険で診療を受けた場合

の自己負担分（高齢者の医療の確保に関する法律に規定する本人負担分を除

く。）を給付した。 

対象者数         ８７９人   給付件数  １１，３３４件 

給付金額  ２５，９１９，１１６円 

 

(12) 後期高齢者医療広域連合負担金 

   後期高齢者医療制度の被保険者に係る療養給付費の京都府後期高齢者医療広域

連合への負担金を支払った。 

   負担金額  ４ ４ ２ ， ２ ５ ２ ， ４ ８ １ 円  

 

(13) 介護予防安心住まい推進事業補助金交付事業費 

要介護状態等となるおそれが高い高齢者が、自立した生活を送るために住宅を

改修した経費に対して補助を行った。 

補助件数    ６件     補助金額    ５９３，０００円 

 

(14) 認知症高齢者支援事業費 

   徘徊行動のある認知症高齢者の早期保護と安全確保を図るとともに、介護者の

肉体的・精神的負担の軽減と安心して介護ができる環境整備を促進するため、Ｇ

ＰＳ端末器の貸出しを行った。 

貸出件数    ７件 
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(15) ＵＩターン介護人材確保事業費 

介護人材の確保と定住促進を図るため、ＵＩターン等により市内の介護保険事

業所に就職した資格のある介護職員等に対し、家賃等の一部について補助を行っ

た。 

補助件数    ４件    補助金額    ９９０，０００円 

 

 

 

市民の年金受給権確保のため、各種届出書の受付、相談等を行った。 

 

 

区   分 予 算 現 額 決  算  額 不  用  額 

 

目５ 社会福祉施設費 

円 

64,253,000 

円 

61,734,525 

円 

2,518,475 

 

(1) 福祉ホール管理運営費 

高齢者及び障害者等の福祉の向上を図るとともに、福祉活動の拠点として、施

設の管理運営を行った。 

 

(2) 人権福祉センター管理運営費 

地域福祉の向上と人権啓発の推進及び市民交流を促進するため、人権福祉セン

ター綾部会館、物部会館、栗文化センターにおいて、各種相談事業のほか、啓発

活動事業、地域交流事業、デイサービス事業を行い、共同集会所等においても各

種事業を行った。 

ア 事業及び館利用の状況（３館）         イ 相談状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区   分 予 算 現 額 決  算  額 不  用  額 

 

目４ 国民年金事務費 

円 

4,203,000 

円 

4,108,230 

円 

94,770 

区  分 件 数 

生 活 相 談 85 件 

健 康 相 談 54 

教 育 相 談    

就 職 職 業 相 談 16 

計    155 

 

区  分 
実施及び 

利用回数 

延べ利用 

人  員 

講 演 会  3 回 234 人 

講 習 会    264  2,591 

運 営 委 員 会 14  143 

ク ラ ブ 活 動 278  2,038 

会 議 室 利 用 143   2,405 

そ の 他 文 化 交 流 事 業 49  1,389 

セ ン タ ー だ よ り 発 行   5   

計 756  8,800 
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(3) 共同集会所等管理運営費 

   共同集会所１７か所及び宮代コミュニティセンターの維持管理を行った。 

 

 

区   分 予 算 現 額 決 算 額 事 故 繰 越 し 不 用 額 

 

項２ 児 童 福 祉 費 

円 

2,080,227,236 

円 

1,968,640,358 

円 

12,471,662 

円 

99,115,216 

目１ 児童福祉総務費 193,650,236 178,119,642 7,913,417 7,617,177 

 

(1) 放課後学級運営事業費 

 保護者が仕事で昼間家庭にいないなどの理由により、放課後等に保護育成する 

人がいない児童を対象に綾部・中筋・豊里・吉美・東綾・東八田・物部小学校区 

で放課後学級を運営した。 

また、本年度から志賀小学校区・上林小学校区で放課後学級の運営を開始した。 

   なお、事業費の一部を繰り越した。 

入級者数 

学 級 名 
通 年 利 用 

（４月１日現在） 

夏季休業日のみ利用 

（７月１０日現在） 

綾部第１放課後学級 33 人      17 人 

綾部第２放課後学級 34      20 

綾部第３放課後学級 33 12 

綾部第４放課後学級 34  9 

中筋第１放課後学級 47      14 

中筋第２放課後学級 30       9 

中筋第３放課後学級 29      20 

豊里第１放課後学級 26      13 

豊里第２放課後学級 27      11 

吉美第１放課後学級 33      13 

吉美第２放課後学級 34     13 

東 綾 放 課 後 学 級 19 21 

東 八 田 放 課 後 学 級       9       8 

物 部 放 課 後 学 級 26      4 

志 賀 放 課 後 学 級  8      4 

上 林 放 課 後 学 級  5      4 

計 16 学級 427 192 
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(2) 児童館運営事業費 

児童福祉法に基づき、児童の健康増進と情操を豊かにすることを目的として、

各児童館を運営した。 

年間延べ利用者数    宮代児童センター    ３，５１９人 

                           物部児童館       ２，６０５人 

                           なかすじ児童センター  ７，７７４人 

 

(3) 家庭相談員・母子父子自立支援員配置事業費 

家庭児童相談室に相談員（専任４人）を配置し、子育てや児童虐待についての

相談・支援を行った。 

児童養育上の相談 

区分 児童虐待 養護 保健 障害 非行 
性格･ 

行動 

不登校 

・適性 

育児･ 

しつけ 
その他 計 

件数 3,019 件 1,160 件 件 件 件 件 件 1 件 46 件 4,226 件 

ひとり親家庭の相談  

区分 生活一般 児童 経済的支援・生活援護 その他 計 

件数    221 件 178 件 38 件 件 437 件 

 

(4) 療育教室運営事業費 

発達に支援の必要な就学前の幼児に対して、通所による専門的な療育を行うと

ともに、基本的な生活習慣の確立に向けて支援しながら集団訓練の中で心身の育

成を図り、併せて保護者の支援を行った。 

また、作業療法士及び言語聴覚士による指導助言を行った。 

さらに、本年１０月から３～５歳児及び非課税世帯の０～２歳児の負担金を無

償化した。 

通所幼児数  ３３人（令和２年３月３１日現在） 

 

(5) ひとり親家庭支援事業費 

ひとり親家庭の福祉の増進を図るため、情報交換事業を行った。 

 

(6) 簡易児童遊園整備等事業費 

   簡易児童遊園等の安全性の確保と利用促進を図るため、施設の維持管理を行っ

た。 
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(7) 子育て基金 

平成３０年度末 

現 在 高 

令 和 元 年 度 中 

積 立 額 

令 和 元 年 度 中 

取 崩 額 

令 和 元 年 度 末 

現 在 高 

2,456,104 円 260 円 658,800 円 1,797,564 円 

 取崩額充当事業  

    年中児発達サポート事業費              ３７５，７９９円 

    物部保育園運営費                  １１７，８２０円 

    母子保健事業費（ブックスタート事業費）       １０７，８４４円 

子育て学習講座開催費                 ５７，３３７円 

 

(8) 年中児発達サポート事業費 

   保育園・認定こども園・幼稚園等に在籍する年中児を対象に、発達の遅れや偏

りなどにより集団生活が苦手な子どもの早期発見と発達支援を図るため、保護者

及び園の理解と協力を得て健康観察・集団観察を行い、子どもへの関わり方につ

いての助言と、必要に応じて専門機関等への紹介を行うとともに、相談指導によ

るサポート体制の強化充実を行った。 

   また、保護者を対象としたペアレントトレーニングを実施し、事後支援を行っ

た。 

  さらに、就学前児童を対象としたソーシャルスキルトレーニング教室を開催し、 

事後支援の充実に努めた。 

   実施園 １１園  対象児童数 ２２０人  実施児童数 ２２０人 

   実施率 １００パーセント 

 

(9) 児童虐待防止対策緊急強化事業費 

児童虐待などの早期発見・早期対応を行い、児童の安全の確保や適切な保護を

図るため、要保護児童対策地域協議会において、地域と園・学校との連携を推進

した。 

また、関係機関への研修の実施や、対応する職員のスキルアップのための専門

研修の受講など緊急対応強化の取組を実施した。 

さらに、児童虐待防止の広報・啓発活動として、児童虐待防止講演会を開催し

たほか、１１月には、オレンジリボン・キャンペーンとして要保護児童対策地域

協議会で街頭啓発を行った。 

 

(10) 障害児支援事業費 

児童福祉法に基づく、児童発達支援、放課後等デイサービス及び障害児相談支

援等を行った。 

   延べ人員  ４２５人    給付金額  ２８，３５１，８９４円 
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(11) ファミリー・サポート・センター事業費 

安心してゆとりのある子育てができる環境づくりを目的に、子育てを応援して

ほしい「おねがい会員」に対し、子育てを応援したい「まかせて会員」が育児に

関する援助活動を行う事業を行った。 

                  （令和２年３月３１日現在） 

まかせて会員数 おねがい会員数 延 べ 利 用 者 数 

37 人 83 人 65 人 

 

(12) 新・あやべっ子すこやかプラン改定事業費 

   幼児期における教育・保育の提供体制の確保と子育て支援の充実を推進するた

めの指針である「あやべっ子すこやかプラン」を改定した。 

 

 

区   分 予 算 現 額 決 算 額 事 故 繰 越 し 不 用 額 

 

目２ 児 童 措 置 費 

円 

1,787,189,000 

円 

1,693,395,915 

円 

4,361,895 

円 

89,431,190 

 

(1) 保育所児童委託運営費 

子ども・子育て支援法に基づき、保護者が就労又は疾病等の理由により、家庭

等で保育できない乳幼児について保育を実施した。 

また、本年１０月から３～５歳児及び非課税世帯の０～２歳児の保育料を無償

化した。 

                       （令和２年３月３１日現在） 

区     分 公     立 私     立 計 

保 育 所 数 (所) 1 2 3 

定 員 (人) 90 180 270 

入 所 児 童 数 (人)    59     201    260 

入  所  率 (％) 65.6  111.7  96.3 
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(2) 認定こども園運営事業費 

子ども・子育て支援法に基づき、就学前の児童に関する教育、保育等を総合的

に提供した。 

また、本年１０月から３～５歳児及び非課税世帯の０～２歳児の保育料を無償

化した。 

                       （令和２年３月３１日現在） 

区     分 １号認定 ２・３号認定 計 

認定こども園数 (園)   6 

定 員 (人) 120 645 765 

入 所 児 童 数 (人) 106 638 744 

入 所 率 (％) 88.3 98.9 97.3 

 

(3) 民間保育所等補助金交付事業費 

ア 民間保育所等補助金 

区         分 金      額 

 1 人 件 費 7,140,000 円 

 2 地域共生社会実現サポート補助 1,017,263 

 3 施 設 の 新 設 等 5,109,131 

 4 利 子 補 給 20,100 

5 特 別 支 援 保 育 事 業 費 18,483,250 

 6 子 育 て 支 援 推 進 保 育 士 8,334,000 

 7 延 長 保 育 事 業 費 4,568,400 

8 地 域 子 育 て 支 援 拠 点 事 業 費 21,160,000 

9 一 時 預 か り 事 業 費 15,977,000 

10 職 員 検 診 費 517,669 

11 通 園 バ ス 2,648,700 

12 職 員 研 修 等 6,502,160 

13 歯 科 検 診 費 469,600 

14 幼 児 発 達 サ ポ ー ト 事 業 費 940,000 

計 92,887,273 

  イ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策に必要な物品の購入に対して補助

を行った。 

    なお、事業費の一部を繰り越した。 

補助件数    ８件    補助金額  １，４２０，９１１円 
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(4) 乳幼児健全育成活動補助金 

  ア 保育環境の充実等を図るため、認可外保育施設に対して補助を行った。 

補助件数    １件    補助金額    ７５０，０００円 

イ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策に必要な物品の購入に対して補助

を行った。 

  なお、事業費の一部を繰り越した。 

補助件数    ４件    補助金額    １５７，１９４円 

 

 (5) 病後児保育事業費 

   病気の回復期にあり、集団保育・学習が困難な小学生までの児童等を保護者の

勤務の都合により家庭で保育できない場合に一時的に預かる病後児保育事業を実

施した。 

利用件数    １３件 

 

(6) シルバー・チャイルドハウス事業費 

高齢者と子どもたちとの交流によって地域ぐるみで子育てを支援するため、高

齢者を中心とする子育て支援ボランティア団体に対して補助を行った。 

補助件数     ６件    補助金額    ４９４，０００円 

 

(7) 高等職業訓練促進給付金等支給事業費 

   ひとり親家庭の母親又は父親を対象とし、就職に有利な資格を取得するために

看護師の養成機関（１年以上）に修学されている場合に訓練促進給付金を支給し

た。 

給付件数     １件    給付金額  １，２００，０００円 

 

(8) 児童手当支給事業費 

次代を担う子どもの育ちを社会全体で応援するため、中学校修了前までの児童

の養育者に対する児童手当等を支給した。 

手当の月額等  ３歳未満               １５，０００円 

        ３歳以上小学校修了前（第１・２子）  １０，０００円 

        ３歳以上小学校修了前（第３子以降）  １５，０００円 

        中学生                １０，０００円 

        特例給付（所得制限限度額以上）     ５，０００円 

延べ支給人数                     ４０，４８３人 

   支 給 金 額                ４４９，２１０，０００円 
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(9) 児童扶養手当支給事業費 

児童扶養手当法に基づき、ひとり親家庭等の児童の養育者に手当を支給した。 

延べ支給人数            ６，１８７人 

   支 給 金 額      １６７，２７７，９１０円 

 

(10) 子育て支援医療費支給事業費 

健やかに子どもを産み育てる環境づくりの一つとして、中学校修了前までの児

童を対象に医療費の一部を給付することにより、医療負担の軽減を図った。 

対象者数  ３歳未満           ５８０人 

３歳以上中学校修了前   ２，７９２人 

給付件数              ２７，８３５件 

給付金額         ６９，９０９，４７２円 

 

(11) 未熟児養育医療費支給事業費 

   養育のため病院又は診療所に入院することを必要とする未熟児に対し、その養

育に必要な医療の給付を行った。 

対象者数         ５人 

給付件数        １０件 

給付金額   ８１１，７５６円 

 

(12) 母子生活支援施設入所委託運営費 

児童福祉法に基づき、生活や養育が困難な母子世帯に対して、自立支援を行っ

た。 

 

(13) 幼児教育・保育無償化制度事業費 

本年１０月から、幼児教育・保育無償化に伴う施設等利用費及び副食費助成の

ための給付を行った。 

対象施設        ９施設 

給付金額 ５，５６６，９５０円 
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区   分 予 算 現 額 決 算 額 事 故 繰 越 し 不 用 額 

 

目３ 保 育 所 費 

円 

99,388,000 

円 

97,124,801 

円 

196,350 

円 

2,066,849 

 

 物部保育園において、本年１０月から３～５歳児及び非課税世帯の０～２歳児の保

育料を無償化した。 

 また、新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策に必要な物品を購入した。 

さらに、物部保育園の保育環境の整備のため、老朽化した設備の修繕を行った。 

なお、事業費の一部を繰り越した。 

事 業 概 要 事 業 費 
財    源    内    訳 

国府支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

遊戯室緞帳修繕 

 電動開閉モーター

取替等 

円 

440,000 

 

円 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

円 

440,000 

 

 

 

区   分 予 算 現 額 決  算  額 不  用  額 

 

項３ 生 活 保 護 費 

円 

432,593,000 

円 

374,357,138 

円 

58,235,862 

目１ 生活保護総務費 34,201,000 33,857,452 343,548 

 

生活保護受給者就労支援事業費 

就労支援員を配置し、就労意欲が高く就労阻害要因のない生活保護受給者に対し

就労支援を実施した。 

  支援対象者  ２２人          就職者  １３人 
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区   分 予 算 現 額 決  算  額 不  用  額 

 

目２ 扶 助 費 

円 

398,392,000 

円 

340,499,686 

円 

57,892,314 

 

 年間保護開始 ２５世帯 ３７人     年間保護廃止 １３世帯 １８人 

 

扶助別保護人数・金額 

区 分 延 べ 人 数 金    額 

生 活 扶 助 2,054 人 87,741,073 円 

住 宅 扶 助 1,716 35,522,274 

教 育 扶 助 53  519,249 

介 護 扶 助 493     7,312,063 

医 療 扶 助 2,022 195,959,160 

出 産 扶 助                      

生 業 扶 助 64 537,061 

葬 祭 扶 助 2  270,500 

施設委託事務費 60 12,638,306 

計 6,464 340,499,686 

 保護率 ０．６８パーセント 

 

 

区   分 予 算 現 額 決  算  額 不  用  額 

 

項４ 災 害 救 助 費 

円 

16,080,000 

円 

5,504,000 

円 

10,576,000 

目１ 災 害 救 助 費 16,080,000 5,504,000 10,576,000 

 

(1) 災害救助費 

住宅の火災１件について見舞金を支給した。 

 

 (2) 地域再建被災者住宅等支援事業費 

   平成２９年台風２１号及び平成３０年７月に発生した豪雨により被災した住宅

の再建等に要する経費の一部を補助した。 

  全壊・床上浸水・一部破損及び融資返済経費    １１件 

補助金額             ５，４０４，０００円 

   （平成２９年台風２１号分  １件    ４８，０００円） 

   （平成３０年７月豪雨分  １０件 ５，３５６，０００円） 



【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分） 千円

千円

（単位：千円）

福 祉 医 療 費 支 給 事 業 費
　

84,185 42,359 2 41,824

障害者介護・訓練等給付費
　
762,637 381,298 190,659 190,680

認 定 こ ど も 園 運 営 事 業 費
　
675,798 319,448 178,409 2 177,939

子 育 て 支 援 医 療 費
支 給 事 業 費 　

72,177 23,518 8 48,651

そ の 他
　
1,604,344 824,386 224,830 53,052 502,076

小　　計 3,199,141 1,525,132 659,775 53,064 961,170

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計 繰 出 金
（ 事 務 費 等 除 く 。 ）

介 護 保 険 特 別 会 計 繰 出 金
（ 事 務 費 等 除 く 。 ）

後 期 高 齢 者 医 療
特 別 会 計 繰 出 金 等
（ 事 務 費 等 除 く 。 ）

小　　計 1,397,043 49,235 217,162 1,130,646

予 防 接 種 事 業 費 77,273 2,009 1,122 272 73,870

妊 産 婦 ・ 乳 幼 児
支 援 事 業 費

14,821 14,821

病 院 事 業 会 計 補 助 金 等 150,000 150,000

市 立 診 療 所 等
特 別 会 計 繰 出 金 　

15,616 15,616

そ の 他
　

69,473 3,682 2,832 14,910 48,049

小　　計 327,183 5,691 3,954 15,182 302,356

2,394,172
うち交付金
　240,675

68,246

※　「引上げ分に係る地方消費税収の使途の明確化について」（平成26年1月24日総務省通知）
　により、消費税率の引上げにより増加した地方消費税交付金について、使途を明確にした資
　料を明示するよう通知があったため、平成26年度から参考資料として明示するもの。

事 業 費 及 び 財 源 内 訳

【歳出】社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 4,923,367

保
健
衛
生

合　計 4,923,367 1,580,058 880,891

583,981 106,090 477,891

99,076

580,381 17,801 8,901 553,679

社
会
福
祉

社
会
保
険

232,681 31,434 102,171

消費税引上げ分の交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費
その他社会保障施策に要する経費

240,675

主 な 事 業 （ 事 項 ） 名
金 額

特 定 財 源
一般財源国 庫

府支出金 地 方 債 そ の 他
支 出 金
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